
－ 7 －

革圃報告

相互研修型 FD共同利用操車の仕事
図申 ・a【京・;0:.隣盲・a育研虎聞舞権道センターセシター曇》

こんにちは.こういう暑い最

中に集まっていただきま Lて、

どうもありがとうございます.

もう何度も言葉が出ていますよ

うに、今回この後コメントをい

ただ〈先生方陪、どこの大きな

大会でも中心になってお留しい

ただ〈ような先生ばかり集ま。

ていただいていますし、文科省

の方からも審.官に来ていただ

いております.若干擬張してい

ますが、逆に首ラと、こういう

方々に大所高所からお話をいた

だ〈機会はあまりないと思って

いますので 随分ありがたいこ

とだと思っております.

今日祉、共同剰j周拠点に楓定

された私どものセンターが何を

しようとしているのか、何をし

ようとしているかというより、

何かしよう kしているわげです

が、そのときにどういう問題に

ぶつかって苦しんでい6のかと

いうような稲をしていったらい

…一一…畑町』削 1.7 1恥 11"....... 問 問時.

‘・・骨
相E研修型FD共同利用拠点由仕事

"'桐""宇高...膏帝安田信纏進包シ'一

セン'-A
国中毎実

いかと思っております.私どものセンターは決してすべてがうま〈いっているわけで除な

〈、京都大学の内却で考えましても とんなに大舎い組織にとんな小さいセンターが何が

できるかkいう形で 随分苦しんでまいりました.闘冒旭区について何ができているのか

と考えると、これでいいのかというaじになりますし、全国レベルマ考えたら、とてもで

はないですが、事E漢たる遣いものを目指してやっているというイメージがあります.だか

ら、換してスマートな留はできないと思ってい主すが、君臨状をそのままお話ししたらいい

か左足っております.
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1目 FDにおける「競争』を超えた『協同へ」ー相互研修型拠点へー

これはもうありきたりのことですが、 FD

というのは基本的には、個々の教員が教員

らしくなっていく、教育者らしくなってい

くという営みですが、教員は集団をなして、

集団としての学生と出会っているわけです

から、ファカルティ・ディベロップメント

という言葉の中には、やはりファカルティ

がファカルティになっていく、個人的・組

織的な営みだという意味合いがどうしても

あると思うのです。

それぞれの組織で、当然のことながら、

個人もいろいろな努力をしていますし、組

織もいろいろな努力をしています。しかし、

今の情勢の中で、個人でできること、組織

でできること、個別の大学でできること、

個別の組織でできることは限られています。

どうしても力の足りない部分があるので、

そのために、カが足りない部分をお互いに

補い合うということが当然必要でしょうし、

考えてみると、同じような FDの業務を各

t 
1 FDにおける「競争』を超えた「協同」へ

一相互研修型拠点へー

t FDにおけ柑争」を超えた「協同」へ

A)難しい事態に対して個別組織では対応できない場合(輔慣)
B)個別組織それぞれの対応では無駄が晶る場合(省力化)
。組織化によって太きな成果が期待できる場合(高度組織化)

=今競争ではなく、協同が求められる。
一個別組織由ローカリティや同僚性に即した支橿在行うため
にI主、地域的間質性などが求められる.

-基本的には自律的な営みであるベーだ.
-しかし、法制的支援も求められる.

3 

大学、あるいは各組織が別々にやっていることが随分ありますから、それは一緒にやれば

かなり省力化にもなるということもあるだろうと思います。それから、ただ単にカの足り

ないところを補うというだけでなく、みんなで一緒になれば、もっと別の新しいカが出来

上がってくるかもしれない。クラッシックな言い方をしますと、力の補償というホメオス

タシスばかりでなく、カを高めていって高いカを作っていくスーパースタシスというよう

なレベルの「協同」というのもあり得るだろうと思います。こういう形で協同が必要なの

だと、われわれは考えています。

それで、個別の組織やローカリティや同僚性に即した支援を行うためには、何か地域で

まとまるということも多分必要なのだろうと思います。

今日の話ではしばしば「ただし」という言葉が付くのですが、基本的にはこういう形で

個人のレベルから組織のレベル、地域のレベルにいっても、大学の教員が本来の教員に

なっていくというのは、自律的な営みであるよりほかにないわけです。「ただし」、しか

しながら、そもそもこれらがわっと一斉にやられてきた背景には、 FDが義務化されたと

いうことがあります。だから、法制的な支援というのも当然のことながら求められていく

ことになる。これは矛盾したことですね。本来自律的な営みであるのだけれども、依存し

て何かに頼らざるを得ないところもある。自律と依存の度合いをどう考えていったらいい

のかという問題は、やはり基本的に多分あるのだろうと思います。

今度の中教審の学士課程答申の中では、ご存じのように「競争と協同、多様性と標準性

の調和」という形で「連携」ということがいわれるようになってきました。「競争の中で
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個性輝く大学」というようなスローガンが

一時期いわれていまして、「競争」という

ことがかなり前面に出たわけですが、それ

だけでなく協同も必要だ。多様性というこ

とが強調されたのですが、そればかりでな

く標準性との調和も必要なのだと。こうい

う方向性が出たということは、とてもよかっ

たと思っています。つまり、 FDの中に「連

携」という言葉が出てきた政策的なパック

グラウンドには、こういう方向付けがある

のだろうと思っています。

こういう FDに関する連携ということが

問題になってくるような大きな問題のあり

ようというのは、繰り返し言う必要がない

ぐらい当たり前のことですが、結局は高等

教育の入り口のところでユニパーサル化、

誰でもが大学に入っていく、かなりいろい

ろな学生が入ってくるようになってくると

いうことが一つあります。それから、外側

に出ていくときには、国際水準に達するよ

一主 中教審:学士課程(筈申)

~ r学士課程教育の構築に向けてJ(答申)

第E1l章織とグ改ロ革ーのパ基ル本11:，方ユ向ニバーサル段階等をめぐる

4競争と協同.多様性と標準性の闘和

文学聞の協同・連携には多様な形態がある
-自生的な連携
-行政に支えられた連携

→主 高等教育改革の現状

-高等教育冊ユニバーサJ~i~(普遍化)
文学金入化時代冊基礎的学力保証

-高等樟宵由ゲローパJ~i~(高度化}
固降水車由学力保匝

-具ル体な的最な適標解圃晶由り晶}りょうは暢聞によって個別化・書様化{ローカ

-個別性(ローカリティ)と日常性が基本的限量
改革由連威力には差が晶る

-儀礼化・形式化叩傾向も晶晶
実にし進か捗し.し個て人曹て晶いるるいは集園田日常的な教育改善もまた確

うな学力をつける必要があるというような高度な期待もかかってくる。入り口からは非常

に多様な人たちが入ってくるのに、それに一律に高い学力を保証していくということにな

ると、この聞をつないでいく教育に大きな期待がかかるに決まっています。この教育を支

える教員集団の FDが問題になってくるのも、大きく見ればこういう構造があるからだと

思います。

ただし、ぶち当たっている問題は機関によってそれぞれ別で、例えばグローパル化など

はあまり問題にならなくて、非常に劣化した能力しか持っていない学生たちがたくさん

入ってきたところをどうしたらいいのかということを問題にするような大学もあれば、非

常に高度な要求が社会的に課せられていて、それにどう応えるかということが問題になる

ような大学もある。構造は同じなのですが、その問題のありょうはとても個別的で、多様

で、ローカルで、それぞれの大学にはそれぞれの最適解があるということがあります。だ

から FDを考えていく場合でも、個別性と日常性、つまり毎日毎日の教育の営みがどう変

わるのかということが問題なのであって、一過的に何かぱっと変わったということでは問

題にならないわけです。日常性のところを変えていくことが必要ですし、ローカリティに

即した変化が必要です。こういうことが問われてきます。

だとすると、これは個別的な問題ですから、連携などはどこで出てくるのかということ

になります。こういうローカリティとか日常性が基本的な課題であるからこそ、結局のと

ころ、みんなで一緒にやれるところはやっていこう、お互いに補償し合ったり、高め合っ

たりしようという動きが出る。個別性とかローカリティとか、日常性を達成するために連

携が必要なのだという構造があるのだと思います。
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ですから、僕らは連携で一律の何かある

解決策をぱっと押し付けて、それでやって

いこうというようには多分ならないだろう

と思っています。その在り方をどう考えて

いくのかということは、随分難しい問題だ

し、個別的な問題だと思います。

これ (#6) は今言った構造で、入口のと

ころと出口のところを保証する o こういう

教員の在り方が問題で、こういう構造があ

るということです。

学士課程答申の言葉を使えば、アドミッ

ション・ポリシーとカリキュラム・ポリ

シーとディプロマ・ポリシーをそれぞれに

定めていって、これを具体的に遂行してい

く教員集団の力量をどう作っていくのかと

いうことが問題になってくる。こういう構

造になっています。だから、中教審答申で

はこういうことを強調していきながら、同

時に FDがかなり強く強調されていくとい

うのは、論理的に合っていると思います。

これ (#8) が義務化です。これは義務化

に関連する新しい設置基準です。何回もお

読みになったことがあるのでお分かりと思

いますが、「授業及び研究指導Jr授業の内

容及び方法の改善」というところで、授業

に焦点づけた定義が行われています。

これについては、定義が狭いという点で

は共通の了解があるのだろうと思っていま

す。もちろんこういう日常的な授業改善の

レベルもあれば、カリキュラム改善のレベ

ルも教育組織の改善といった組織レベルも

ある。これを全部包括して FDと呼ぶわけ

ですが、差し当たって思うに、授業という

ところを集中して問題にしていったら、そ

の一つ一つの個別の授業を支えているカリ

キュラムが問題になり、カリキュラムを支

えている教員集団や教員組織が問題になる

という構造になっていますから、狭くても

そこから全体が見られる。だから、僕らは

こういう全体を見るために、ここのところ

大学教育の『質保置」への要請

• r学士力J(中教審答申 2008)

=学士課程修了段階での「学習成果(1曲 rni咽 OU回 m田)J

• r入口』の質保柾から、「出口』の質保柾へ

λ， 出口

-日本だけでなく、先進国共通の課題
• rユニパーサJレ化」→学力・事官意欲目水準低下と格差拡大

• rゲローパJレ化する知陣轟盤祉会」

→ζれまで以上に高い賀への要求

三つのポリシー

λ眠時l カリキユラム E今軸

F D 

“FD義務化"とは?

-王寺院霞置基準 (20郎 3改正、2007.4施行)
・{教育向容等由故善由ため由組観的な研修等)r第十四条町
三大牢院は、当該文学院由捜聾孟I玉置車量重の向容且ぴ
方法由晴善幸園るための組織的な研修且ぴ研実在実施する
ものとする.J

・大単設置轟準 (2007.7改正、初日8.4施行)
・{教育向容等由故善由ため由組織的な研修等)r第二十王条
町三大牢I主、当該大事国捜業田内患及び方法の改善を園
るため四組織的な研修且ぴ研究費実施するものとする.J

寧FD田定義(文科書}

「教員が捜聾肉容・方法を改善し、向上させるための組織的な
取組曲総称』

FDの三つのレベル

• r捜裏改善』のみに制約書れたFDの定樟が『狭い』と冒号車
でI主、ー般的な合意が晶る.

FDの三つのレベル
.日常的な捜裏改善のレベル

.由リキュラム改普由レベル

.教育組織改善由レベル

-人レベI~
中間レペJレ』

組織レベル

FDとl主、この三つのレベルの改善を通して、ファカルテ
ィがフアカルティへと成長してい〈過程.

‘ 

7 

8 

且
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に焦点づけていると考えたら、多分いいの

だろうと思います。とにかく FDと、ャの
I~ I 大学教育改革の現状とFD

は、この三つのレベルの改善を通して、ファ 「でL
カルティがファカルティへと成長していく l・経営重点文学/教育重点太学/研究重点太学へ

プロセスなのだと考えていいだろうと思い

ます。

このあたりは結局同じことを言っていま

すが (#10)、要は日常性とローカリズムの

尊重、それで、やりきれないところについ

ては「助けてくれ」とお互いに言って、助

の分化ー「大学の種別化』へ

-それぞれ由大学でのロ カリティに即した最適解の模県

.個人ないし集団の日常的な教育改善は確実に進捗
してきでいるが、まだ未成熟で非組織的であり、不確
実である。

日常性とローカリズムの尊重、そしてオー

プン化、組織的な連携へ

け合っていくことが多分必要だろうと思っています。
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一言余分なことを言いますが、僕は長く地方の教員養成学部にいて、学校が荒れて、そ

の荒れた教員集団の研修などを何度もやりましたが、そのときにずっと思っていたのは、

どうしてこの人たちは「助けてくれ」と言えないのだろうということです。助け合ったら

何とかなるのに、「助けてくれ」と言えないためにつぶれていく教員もたくさん見た気が

します。組織的に見ても、お互いに「助けてくれ」と言い合って連携を取ればいいのに、

連携が取れないままでぐずぐずとつぶれていくところが多いのではないかという気がしま

す。そういう意味で、連携を取るというこ

とが多分必要なのだろうという気がします。

僕らは相互研修型と言っていますが、基

本的には、研修、 FDというのは自分でやっ

ていくわけですが、制度化でトップダウン

でやったり、自己組織化でやったりすると

いう軸がある。これに加えて、非日常的な

イベントでやるのと、日常的な教育活動の

ところに重点を置くのからなる軸を立てれ

ば、僕らにとって一番重要な FDはここ(日

常的・自己組織化型)であるに決まってい

ますね。ここをどのようにして実質化して

-i 
FDの類型

一膏醸型FDと相互研修型FD-

非日常的・イベ〉ト的

I型(啓車型) E型
{イベント的・.1.11::型〉 〈イペシト陶・自邑組踊"型〉

制度化 自己組織化
W型 E型(相互研修型)

{日常的・制鹿"型) t日常的・自己組織化壷)

日常的

" 

いくかということが問題なのですが、これ L.ー| 相互研修型FDの組織化へ
を助けるためにこれ(イベント的・制度化 1-.1量一

.それぞれにローカルな特性をもっ個人あるいは組織
型)があって、これ(イベント的・自己組| の日常的教育改善の努力(m型)を活かす。

織化型)があって、これ(日常的・制度化 l・この努力を促進する手だて(I，II，1V型)を講ずる。

型)があって、いろいろな助けを借りなが

ら、ここ(日常的・自己組織化型)のとこ

ろを実質化していく。こういう働きが多分

必要なのだろうと僕らは思っています。簡

単に言えば、それを相互研修型と呼んでい

るということです。

-個人あるいは組織では十分な達成が困難であったり、
個人あるいは組織の努力を効率的に補完することが
できるのなら、個人どうしの連携ないし地域肉の組織
どうしの連携を.

" 

われわれはこういう連携を取っている組織、ネットワークがさらにお互いに「助けてく
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れ」と言えるような組織、ネットワークの

ネットワークを作りたいと思っていまして、

それがこういう組織です (#13)。今日も代

表者の方々がたくさん集まっていると思い

ますが、これが去年集まった組織です。明

日もこれにさらに新しく拠点に加わった 3

校ぐらいが加わって、これをやっていくこ

とになると思います。

FDネットワークがどうなっているのかと

いうことですが、全国では、競争から協同

へということで多様な FDネットワークが

出来上がっています。基本的には FDとい

うのは自分の営みですから、自分たちでやっ

ていくことが本来の筋なので、僕らとして

はそこのところを強調したくて、関西地区

FD連絡協議会は会費を取っています。 1伎

について 2万円です。 130校ぐらいありま

すが、これで運営できるかというと、絶対

にできません。このあたりに大きな問題が

あります。僕らが実質的にこのネットワー

t JFDN FDネットワーク代表者会議

HZl年度，加組織

北海道地区FD'SD推進協踏会、いわて高噂教育コンソーシ
アム、車北地峨高等教育開発コシソーシアム、車日本地区大
牢聞Fロネットワ-~・つばさ、国立教育政策研究所、文学コシ
ソーシアム石川、福井県文学連携ブロジ:J:~~.FD'SDコシソ
ーシアム名古屋、全国私立文学FD連携フォーラム、文牢コシ
ソーシアム京都、山陰地区FD連絡協曜会、四園地区大学教
職員能力開発ネットワ-~(SPO町、九州地域文学教育改善
FD・5ロネットワー(Q-Lin同}、聞酉地区FD連絡協議会、文部
科牢省
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t 跡ツトワークの現在

-競争から協同へ

-多様なFDネットワーク

-自生と被支援(FDの法制的義務化前後)

-会費{聞西地区FD連絡協副会年2万円)

GP.特定予事、全国共同利用教育拠点
-規模田山形大学『つばさ」とFL-ッヴス(福井)

-同一性と差異と連携

11 

クを組むことができているのは、 GPとか、特定予算とか、今度の共同拠点として認定さ

れたときの新規予算とか、そういうものを当てにしているわけです。こういうものの支え

がなければできないという状態になっています。つまり、僕らがこの実際の FDネット

ワークをどういう形で実質的に支えているのかといった点では、やはりここでも自立と依

存という矛盾が出てきている。この点を押さえておくべきだろうと思います。

2 教育関係共同利用拠点制度と拠点認定

共同利用拠点制度についての規定をずっ

と並べています。この辺で言っていること

はもう今まで言ったことです。個性化・特 I~

色化を進めながら教育研究活動を展開して

いくことが必要だ、個別化が必要なのだと。

しかしながら、そんな個々では駄目な部分

は、みんなで一緒になってやっていこうと

いう構造で議論が立てられています。

法規定、特に学校教育法の施行規則を変

えたりしていきながら、共同利用拠点とい

2教育関係共同利用拠点制度と拠点毘定

うものを認めていくという形でやってくれています (#17)。

止

これが今年の状況です (#18)。練習船、農場、演習林、日本語教育センタ一、留学生

宿舎、 FD'SDセンターなど、いろいろなものが教育関係共同利用拠点になっているわけ
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ですが、その中の 11が申請して、 7FD" SD 

センターは、パスしています。関西地区に

ついては京都大学が、東北地区については

東北大学が、四国については愛媛大学が、

中部については名古屋大学が、障害者高等

教育については筑波技術大学が、看護教育

については千葉大学が、医学教育について

は岐阜大学が、それぞれ認定を受けていま

す。

それぞれに全然性格が違っていまして、

これが寄り集まっているということは随分

面白いと思っています。これが全部同じよ

うな性格だったら、集まってみても一つも

面白くないのですが、一つずつが個性的で、

それをお互いに生かしきることができれば、

かなりネットワークのネットワークとして

強いネットワークができるのではないかと

期待しています。

われわれのところはこうです (#19)。ほ

かの拠点認定されたところの話を聞いてみ

たら、特記事項、留意事項というのはなかっ

たらしくて、どうやら京都大学にしか付い

ていないのではないかと思いますが、付加

的留意事項というのがあって、一応拠点と

しては認めたのだけれども、二つぐらいの

留意してほしいというものがあります。

拠点の学内業務を可視化することが必要

である、つまり可視化しなさいと言ってい

ます。あなたのところの拠点は京大の中で

何をやっているのかがよく見えないから、

はっきりさせろと言っているのです。だか

ら、今日この発表の中で少しはっきりさせ

ようと思っています。もう一つ、関西地区 FD

連絡協議会の会員など以外にも門戸を聞き

なさいと言っています。これは当然のこと

だと思っています。こういう特記事項が付

いて認定されたということです。

世 育関係共同利用拠開一(1) 

-多様化する祉会と学生白ニーズに応えるべ〈、各大学において、
それぞれ由教育理意に基づいて橿能別分化を園仏個性化・特
色化華道めながら教育研究活動を展開してい〈ことが重要。

-質の高い教育を提供してい〈ためには、個々 骨文学叩取組だけ
では限界が晶るため、他大学と由連携を強化し、書大学の有する
人的・物的資源由共同利用等由有効活用を推進することにより、
文牢教育全体として多様かっ高度な教育を展開していくことが必
要不可欠。

16 

t教育関係共同利用拠点制度向て包)

《制度由趣旨》
-大学の教育関連施設の共同利用の促進を図るた
めの制度を創設し(r教育関係共同利用拠点J.21
年9月より施行*)、大学問連携を園る取組を一層
推進。

本『学校教育法施行規則[第143条町2)J、「教育関係共
同事l用拠点目認定等に闘する規程」

{牢術研究分野については、平成20年に『共同事l
用・共同研尻拠点』を既に制度化)

17 

也 教育関係共同利用拠開向て叩

教育関連施設(申請散/認定拠点数)
-練習船(3/2)
-農場(6/2)
-演習林(4/口)
-日本語教育セン聖一(3/1)
-留学生宿舎(1/0)
"FO"SOセン告ー (11/7)

関西地域、車北地域、田園地域、中部地域、
障害者高等教育、看護教育、医学教育

.. 

t「相互研修型F明利用拠点』認定

認定施設名京都大学高等教育研寛開発推進セシター
代表者田中毎実(セシター長)
認定期間平成22年4月1日ー平成27年3月31日
聞西地域田中核拠点としての活動を期待

付加的留意事項
拠点目牢向聾務を可視化する
園西地区FD連絡協聾会由会員立E以舛にも門戸を闘〈

" 
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相互研修型 FD共同利用拠点の仕事

これが僕らが認定されるに至った段階で

す (#21)0 一つは文科省からかなり大きな

援助を得て、拠点形成プロジェクトという

ものをこの 3年ぐらいやってきています。

そこで関西地区 FD連絡協議会や FDネット

ワーク代表者会議を作ることができてきた

ということです。文科省に支援を受けてき

たわけです。これがあと 2年ぐらい残って

います。これを前提にして拠点を作ること

になるわけですが、答申に従って作っていっ

ているということになります。

これが大体今までのところで出来上がってきた組織です (#23)。学内、地域、国内、

国際という形でだんだん組織ができてきたということです。これは 3年ほどでここまで

作ってきたわけですが、出来上がったものを見ますと、学内のレベル、関西地区のレベル、

ルル、国内のレベルという錯綜する 3つのレベルで連携を作ってきたということです。

これが京大の学内で僕らが何をしているかです (#24)。はっきり見せろと言われたの

で、はっきり見せるのですが、こういうことをしています。京大の場合だと、ターゲット

は京大の中で行われている日常的な教育実践や教育の改善をしていく、実質的な FDをし

ていくということです。これをしていくために僕らは何をしているかというと、

-拠点形成から拠点認定ヘー

て主
3 相互研修型FD共同利用拠点の仕事ー
拠点形成から拠点認定ヘー

20 

3. 

一つは、

拠点形成プロジェクトと文科省の動向との関連 11 

特
別
教
育
研
究
経
費
(
平
成
剖
年
度
)

政
策
課
題
対
応
経
費
(
平
成
初
年
度
)

文
科
省
に
よ
る
予
算
措
置

全問駆けたlillJ地域連閉山 I

-京都大学が代表幹事校 I 

幹事校(大阪大学、大阪市立大学、大阪府立大学、関西大学、関西学院大学、神戸大学、神戸常盤
大学、同志社大学、立命館大学、龍谷大学、和歌山大学)を中心lこ5つのWGで活動を推進。

平成22年1月現在、加盟数129校。

rJIJ連携伽ネッ…構築制.
-京都大学のイニシャチブ I 

・文科省担当者の参加 I 

JFDN 
FDネットワーク代表者会議

H21年度参加組織:北海道地区FD.SD推進協議会、いわて高等教育コンソーシアム、東北地域高等教育開発コン
ソーシアム、東日本地区大学問FDネットワーク・つばさ、国立教育政策研究所、大学コンソーシアム石川、福井県大学
連携プロジェクト、 FD.SDコンソーシアム名古屋、全国私立大学FD連携フォーラム、大学コンソーシアム京都、山陰地
区FD連絡協議会、四園地区大学教職員能力開発ネットワーク(SPOD)、九州地域大学教育改善FD.SDネットワー(Q-

Links)、関西地区FD連絡協議会、文部科学省

平成20年12月『学士課程教育の構築に向けて~(中教審答申)
3.3 W大学聞の協働』におけるrFDrこ関する大学問連携JrFDネットワークの構築」

平成20年度~予算措置による京大センターの拠点形成プロジェクト開始

平成21年9月教育関係共同利用拠点制度 制度についての意見交換(たとえば、認定基準につ

いての京大の意見提示)

平成22年2月(予定)教育関係共同利用拠点認定(第一次申請)

21 
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践

理

論

特色GPにおける
工学部との部局間連携

学内ヒアリング

部局単位のさまざまな
試みと実績

伝達薗習

E型 型
伝達講習・制度化型|伝達講習・自己組織化型自

制 |己
度!組
化|値

E型 I.___._~型 E
相互研修・制度化型 l相互研修・自己組織化型

相互研修

京都大学

大学教育研究フォーラム

生成する大学と大学教育

二=、、自省
文学教育学高等教育学

、対象化
FD組織化の4類型(相互研修型FDの概念) 凝固した大学と大学教育

文学教育学の構築(基本構造と構成)

学問的効果 改善効果
教育改善、 FDの支援

実践のための研究遂行

社会的効果
教育改善・ FDの

地域的・全国的拠点
FD関連情報の提供

や研修・研究会の開催

大学教員の教育研修のための
大学問連携拠点
(相互研修型 FD拠点モデル)

FD研究検討委員会 関西地区 FD連絡協議会大学教育研究フォーラム 海外連携

(学内連携拠点) (地域連携拠点) (圏内連携拠点) (国際連携拠点)
J ¥ 

大学…る 円 闘西地ーの 円
全国の大学の

海外センターとの
FD活動の連携、部局単位での FD活動の連携・支援 血車串11__

交流・共同研究
自生的 FD活動の支援

FD義務化へ全学レベルの対応 京都大学、同志社大学、 ハーバード大学、

FD研究検討委員会発足 大阪市立大学など、
文学教育研究フォーラム マギル大学、

関西地区の国公私立計13大学
大学教育学会 ソウル大学、

相互研修型 FD支援システム

11 

ザテライト・オフィス
j f 

メルボルン大学、

による連機体制 カーネギー財団など

学内連携 1111 大学問連携

22 

23 
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京都大学におけるFDシステム

-z翠tLttlW3ヨ

実

善

)

育
改
加

撤
育
顛

出
教
M

4

戸=，
.

F

「

日
践

入試の在り方、カリキュラム
の統一的検討、理念の検討

教育業績評価と

報奨システムの構築

国匡届i歯車圃
教育調査

自学自習実態調査

赤字:2010年度実施
青字:未着手 124 

-全学共通教育カリキュラム企画開発部門
-情報メディア教育開発部門

高等教育研究開発推進センター

センター長
センター協議会センター運営委員会

-高等教育教授システム
研究開発部門

事務部

高等教育研究開発推進センター組織図
25 
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センターは全学の FD研究検討委員会を手がかりにして改善していこうということをして

いっています。全学支援し、各研究科を支援していく。委員会を通してやったり、セン

ターが直接働き掛けたり、いろいろしています。

それから、教育経験別の教育研修システムを作っていこうとしていまして、実はプレ FD

ということを先ほど総長が申しましたが、これはかなりいろいろなことをしています。 3

種類ぐらいのことを今のところしています。それから、新任教員研修を先週の金曜日に

やったばかりです。あと、中堅教員やベテラン教員をどうするかという問題が残っていま

す。それから、この FD研究検討委員会自身が、僕はセンター長ですが、 FD研究検討委

員会の委員長でもあるわけです。うまく動いているかというと、どうもうまく動いていな

いので、てこ入れしようと思って勉強会を今年やることにしています。

あと、ここのところは大事で、今日お話ししようと思ったのですが、京大で教育や学習

の実態がどうなっているのかという調査をする必要があるということを非常に強く感じて

います。と言いますのは、京大は自学自習ということを理念にしています。自学自習を理

念にしていて、では、学生たちが自学自習しているかというと、課外で授業以外で勉強し

ている時聞がほかの大学に比べてもはるかに少ないのではないかという調査の実績みたい

なものがたくさんありまして、実は寒気がしているわけです。そのあたりをきちんと把握

していくことが FDのための前提条件ですので、これをかなりきちんとした調査を行って

明らかにしていくようなこともしていきたいと思っています。

こういう多様な回路を使って教育改善をしていくという形を京都大学はとってきたわけ

ですが、こういう構造を地域や全国にも広げていきたいと思っています。

これがセンターの構造です (#25)。

僕らの理念はローカリズムを尊重すると 1 目

L.......I 教育改革へのセンターの立場
いうことです。だから、一律に何かを押し 「 司』-付けるということではなく、それぞれに適| 相互研修の自己組織化の支援

したものを考えていく。啓蒙するのではな

く共同しながら連携していく。自己組織化

を援助していく。こういう形でものを考え

たいと思っています。

学内の FD組織化の手始めは特色 GPでし

た。工学部になぜ焦点づけたかというと、

工学部はうちの学生定員の 3分の l以上を

1)ローカリズムの尊重

2)啓撃ではな〈共同の連携へ

3)改革の自己組織化の援助

占めていますから、ここと連携して教育改| 特色GP

羊

1 • 1 工学部との協働によるFD支援システムの成熟化
革をやるというのが、戦略的な位置を占め 1"""-.l-
ているからです。それで特色 GPで工学部| 嘩h

との協働をまずやったのですが、これだけ

では済まないわけで、ほかの学部がどうなっ

ているかということが随分気になってきま

した。

そのために 10の研究科のヒアリングをし

ました。そうしたら、結果的に僕らが思う

・工学部の「授業評価の実施によるカリキュラム
改善J(創成科目によらない創成型教育由有効性の樟
置など)、 「公開授業による相互研修』、「遺隅授
業」などを支援する。

-ここから得られた知見を、「大学授業ネットワー
ヲ』、「モノグラフ」、「公開研寛会』などによって
共有可能なものにする。

・こうして、 rFD支援システム」をさらに成熟させる。

z 
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以上に各研究科ではいろいろなことが行わ

れているということが分かりました。これ

ならいけるということで、研究検討委員会

を作って、全学の FDの組織化をやってい

こうという段取りを進めたわけです。

これが研究検討委員会です (#29)。部局

の中の FD企画の実施をやるものと、関連

情報を集めるものと、こういうことを手が

かりにやってきたわけです。ちゃんとでき

ているかというと、先ほど言ったようにな

かなかできていない

部分があります。
-概念図

組織化の全学への拡大

• 10研究科ヒアリングから見る京大FD

.日常的なFDの実質的全学展開がある

・学揮を主体とlfる叡育体制

-珊宛体制維持(;)te~，司教育という問題量韓
(司1究中心大学ぬ典型倒)
『自由ぬ学園J理念ぬ再規定

一 全学FD研究検討委員会の発足へ

FD関連情報WG

-成果の共有化・公開
W由サイト作成

京都大学FDニュースの発行 など

プレ FDとして、

大学院生のための教

育実践講座もやって

きています。プレ FD

というのはファカル

ティになる前の FD

で、三つぐらいやっ

ているのですが、こ

れはそのうちの一つ

です。京大全体の大

学院生に対して開い

ていて、受けさせる

のですが、今のとこ

-・・'a'B}iiJ1j!t軍軍霊園Z置産調・・・

28 

29 

ろベーシックとアドバンストに分かれています。

これがベーシックの 1日のコースです (#31)0 みっちりセッションが入っていて、今ま

で大学で受けていた教育を振り返りながら、自分がどういう教育ができるかということを

考えさせていく。特にボディワークというあたりを強調しているのですが、これでみっち

り疲れさせて深いレベルでの議論をさせていって、 1日のプロセスを終わるということを

斗 大学院生のための教育実践講座

雪 』度までに6回実施(現在は、センターではなく、全学
FD研究検討委員会の主催)

.京都大学の社会的責任への応答

.就職対策ー総長名の修了証の授与

.短期間の集中ー短いセ計〆ヨンの切れ目ない連続、

ボディワーク

.ベーシックとアドヴァンストに分割

・組織的・体系的な研修システムへ一部局プレFDなど

との連携

30 

古 川ツク」の概要
9時40分受付

園田 10時00分 開会式 挨拶(総長)/趣旨(大塚雄作)
10時30分 セッション1 グループ討論1r大学の捜業について」
11時30分 セッションz ミニ講麓1 r大学の授業1J (松下佳代)

12時00分 セッション3 ランチと自由討論
13時00分 セッション4 グループ討論2 r大学の授業で教師に求められる

もの』
14時00分セッション5 ボディー・ワ-'7r他者とのつながり・自分とのつ

ながり』漬野清志(京都文教大学教授)
16時00分 セッション6 ミニ講義2 r大学の授業2J (溝上慎一)

16時30分 セッション7 全体討論 「大学で教えるために」
17時30分 セッションB ミニ講義3 r大学で教えるためにJ(田中毎実)

17時50分 閉会式 挨拶と修了証授与 (副学長)
終了パーティ (18時30分まで)

31 
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文学研究科ODリレー講義

-本事業は、文学研究科ODによる学部生向けリ
レ一式入門講義であり、同時に、各ODIこ対する「教
育実習」の場である。
-そのため、京都大学高等教育研究開発推進セン
ターの協力を得て、同センターが推進している「相互
研修型FDJのシステムを取り入れたrFD研修」を各
ODに対して実施し、最終的には京都大学総長名で
rFD研修修了書」を発行する。

[授業 I一ム一
A

一

一
討
一

一
検
一

、』ーノ
2固~駒講、、 リレー努竺J後ア~
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考えています。

文学部の ODのリレー講義というものもやっています。これはお話しすると長くなるの

ですが、今、 ODは非常にかわいそうな目に遭っていまして、その ODの救済策と ODを

対象にした教育研修とを同時にやる o 彼らに授業をさせ、お互いの授業を参観させて、彼

らに非常勤講師という資格を与えて、彼らに例えば図書館に入る権限なども与えてあげて

という救済策と教育研修という両面を考えたプロジェクトです。

こういう形で授業を何回かさせて (#33)、他人の授業も何回か見ることを義務付けて、

毎回の授業については検討会をやって、何回かまとまったところで研修会をやって、総長

名の認定書を渡すというプロセスを経ています。そのほかに、もう一つのプレ FDをやっ

ています。

これは今度は学内

レベルを超えて、関

西地区についてはこ

ういう形でいろいろ

なことをしています。

関西地区 FD連絡協

議会というものを始

めまして、今はこう

いう理念でやってい

ます (#34)0

これは少し古いも

ので、関西地区 FD

連絡協議会は 2010年

6月 3 日段階で 130

校 113法人となって

京都大学、同志社太学、大阪市立太学など、
関西地区の国公私立計13大学

発起人田中毎実(京都太)
圃月勝博(同志社大)
矢野裕俊(太阪市大)

関西地区 FD連絡協議会
(地域連携拠点)

一経 縄ー

18年10月 発起人による関西地区FD連絡箇障会呼びかけ
19年1月13日 圃酉旭区FD遺骨箇隆会開催

II!JS!I:k.学レベノ~~:.合IÆIlノベル~~，媒介す".()

rJ曽*レベ1/;)の重要佐

→ 必坂道援111点彩hlヘ

-個別大学レベルでは対応できないFD支援体制の整備
-情報の共有

・共通のイベント開催(研修、研究会)
・人的・資金的な課題

34 

いますが、今は大体 134校集まっています (#37)0 関西地区の大学、短大が 208か 210ぐ

らいですから、そのうちの 130校が集まっているということになります。 FDの支援、共

同実施、企画、広報、研究ということをやっています。昨日、研究グループが新しいサブ

グループを作って、神戸大学で新しいサブグループの会を聞きましたが、いろいろなとこ

ろでいろいろなイベントや会を展開していきながら、関西地区の FDを作っていくという
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関西地区FD連絡協議会(1) 

.個別大学の自生的努力が前提(相互研修型
FD) 

.個別大学を包む地域連携も必要

-個別大学の力の限界、効率化省力化

.どのような組織化を目指すか?

-情報の共有、共通のイベント(研修、研究会)

35 

関西地区FD連絡協議会(2)

.FD情報支援WG講師紹介

.FD連携企画WG
第1固シンポジウム於立命館『思考し表現する学生を育てる』

関西FDパイロット校神戸常磐大学、藍野太学・理学療法学科

.FD研究WG
. r授業評価研究SGJ
・「携帯電話による出欠確認SGJ

大阪工業大学、大阪商業大学、堺女子短期大学、龍谷大学、追手門学院大学

rWeb公開授業研究SGJ
.FD共同企画WG

初任者研修プロジヱクト

-研修マトリックスと研修カレンダー

36 

京都大学 3 

FD地域連携拠点

西地区FD連絡協議会
h仕p:/Ikansai-耐.orgf

一る情 報 支 援 | 

FDIこ関するリソースの共有やlill]講演会の講師|

ことをやろうとしています。

関西地区(大阪、兵庫、京都、滋賀、奈良、和歌山)にある大学・短期大学が参加する、 FDrこ関す

る地域連携拠点を目指した互助組織として、 2008年4月に発足。現在、 5つのワーキング・グ
J レープ(FD情報支援・FD共同実施・FD連携企画・広報・研究)を設置し、活動を推進している。

2010年6月3日現在、 130校(113法人)が参加

2008年度の主な活動

2008年
4月26日設立総会(京都大学芝蘭会館)

10月27日捜業評価研究SG会合
11月14日 Web公開捜業研究SG会合

11月29日第1回主催イベントシンポジウム
「思考し表現する学生を育てる一書くことをどう指導し、評価するか?一」

(立命館太学衣宣キャンパス 参加者:157名(会員校126名))
12月8日出欠確認研究SG会合

2009年
1月21日・26日出欠確認研究SG捜業アンケート見学会(大阪成醸大学)

3月19日第2回主催イベント公開研究会

「捜業評価からFD評価へJ(京都大学百周年時計台記念館) 37 

こういうたくさんのイベントなどを位置付けるマトリックスを作っていまして、このマ

トリックスに従って自分のところの FDを組み立てるようなことができる。つまり、こち

らはこういうメニューを用意するから、あと料理するのは自分のところでやってほしいと O

このマトリックスを利用して、各大学が FDのメニューを作っていくということを期待し

ています。

問題は、もう 1回繰り返して言いますが、会費です。財政的な裏付けをどうするかとい

う点が最大の問題です。今のところ 134校から年に 2万円ずつもらっています。 260万円

ぐらいお金が入ることになっていますが、 260万円で何ができるのだろうか。つまり、こ

ういうことをやっていくために、京都大学は各ワーキンググループに何名かずつのスタッ
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フを張り付けていっ

て、それでこれの全

体が動いていくとい

う構図になっていま

すが、スタップを張

りイ寸けることのでき

る財源はどこにある

かというと、文科省

から頂いている特定

予算であって、会費

では運営できないわ

けです D 本来ならば

自立的に会費で運営

したいところなので

すが、関西地区 FD

連絡協議会に入って

いる大学などを見る

と、年 2万円よく出

してくれているなと

いう大学から、 2万

円ぐらいははした金

だろうと思う大学ま

で、いろいろありま

すから、今のところ

はこういう形でしか

できない状況です。

文科省の財政的な裏

付けなしに自立でき

るのだろうかと考え

るのですが、そこの

大学教育研究フォーラム
(圏内連携拠点)

全国の文学の FD活動の連携、情報発慣

大学教育研究フォーラム

圏内の大学教育関係者(約500名)の参加
得J}!I.講演/シンポジウム/11講演

ラクシ外字ーメ1/;1.合iE.M.λ研究芳.j!

文学教育学金属題研究 rFDのダイナミックス」

圏内ブロック拠点校(案)

北海道北海道大学
東北 山形大学
関東 筑波大学

中部 名古屋大学
北陸 金沢大学

関西 関西地区FD連絡協議会

中国 岡山大学
園固 徳島大学
九州 長崎大学 ， 

海外センターとの交流・共同研究

ハーバード太学、マギル大学、
ソウル大学、メルポルン大学、

カーネギー財団 など

京都大学高等教育研究開発推進セシター主催

大学教育研究フォーラム
大学教育学会

課題研究 FDのダイナミックス

-圏内8ブロックの拠点校の設置、拠点校
の中核としての活動

-拠点校におけるFD研修(プログラムの
開発・運営)

・「日常的な教育改善を通してのFDJの抽
出・記録化と共有

・大学教育研究フォーラム、大学教育学
会等における研究成果の発信

海外連携
(国際連携拠点)

-海外のFD実践の批判的摂取

・大学教員の学識(scholarship)のあり方、大
学教員の能力開発の方法についての理論的・

実践的検討

・PODとSOTL

・大学の教育改善のアクションリサーチについ

ての共同研究

ところは前途遼遠という思いがします。

138 

39 

これ (#38) が全国レベルで、総長が言いましたように、 550名ぐらいが集まるフォー

ラムがあります。

これは海外です (#39)0

これが僕らが今考えている拠点です (#40)0 拠点の共同利用というのは、拠点形成で

やってきたものを基盤にしていきながら、この基盤の仕事を前提にしていきながら、それ

に若干の組織化や付加を加えていくという形で、僕らは拠点の共同利用の仕事を考えてい

きたいと思っています。

つまり、これまでやってきたこれは精いっぱいなので、さらに加えて拠点の業務として

どこが組織化できるのかということを考えると、なかなか難しいところがあります。今年
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拠点形成から共同利用拠点ヘ

相互研修型FD共同利用拠点 (2010-14)

拠点形成プロジェクトで得た理

論的・実践的成果にもとづき、

4つのレベルにおいて拠点の
業務を推進する。

E璽聖霊園
|利用 |

国際拠点

利用者

学内拠点

地域拠点

全国拠点

(圏内高等教育

機関・教職員・

他)

一一一一一 理論的・実践的成果の提供

『大学教員教育研修のための相互研修型FD拠点形成』プロジェクト(2008-12)

拠
点
形
成

点拠内学 地域拠点 全国拠点

FD研究検討委員会 (2006.12-)

大学教育研究フォーラム(1995一)

大学生研究フォーラム (2008ー) オンラインFD支援環境構築
関西地区FD連絡協議会 (2008.4-) FDネットワーク代表者会議(2008-)

若手FD研究者ネットワーク(2008-)大学教育ネットワーク (2004一)

MOST(2009一)

40 

相互研修型FD共同利用拠点の構成

相互研修型FD
共同利用拠点

利用拠点の新規事項

日常的教育実践・教育改善

(F Dの実質化)

-~ヨ~・

第一部門(現員)
教授3・准教授2・他

特定准教授2・特定助教3・他

新規

特定准教授(研究的統括者)

特定助教(ネットワーク・

コーディネーター)

l四 革関頭岡l
委員の拠出

の参画

拠点の業務

-・・ー・l~:Zι n准百E主E・・・・・・・・・・ 'JI"1・国ヲヨ』・リ』・'.i'JIIiU弓・・・・・・
.~')~ヨfUJD計百E白書-

-E霊111軍国
.歯幽画面画

-・・・・・・・1::-・.・司*1i 1.1~.~~~I~・・・・・・・・・

・・・・・・・・.I::II=J空c=:;置 4・..'.....A._
・・・・・('IIIII~~-:'la:~l~'J~.i咽・・・・・

大学教育研究 l 
フォーラム 』

FDネットワーク
代表者会議 (JFDN)

若手FD研究者

ネットワーク (JFDNJr.) 
41 

EE EEE園
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FDネツルク代表者会議Imi附 [ 大学教育研究フォーラム [ 

2009年度参加組織 2009年度参加者・参加組織数

[ 中国 ] [中部北陸]

計:618名
(190校他)

| 関西地区FD連絡協議会 I 
-関西は三重を含まない

・「他』は大学・短期大学以外
からの参加を示す

2010年5月現在会員校数

-参考:平成21年度学校基本調査より

-..歪~・.~-'~・-法人数は、同
一法人組織で

ある大学と短
期大学(部)が、
単一の機関と
して入会した数
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は拠点の 1年目ですから、いろ

いろ試行錯誤をしていますが、

まだどのようにして拠点の仕事

ができるかというところまで明

確な形ができていないというの

が現状です。

その話は後でします。

これが今のところ考えている

拠点の運営体制です (#41)0 拠

点の業務としては、研修の企画・

開催、教員・大学の FDネット

ワークの支援、相互研修型 FDI 

に関する研究、広報、オンライン環境の提供、 FDの相談窓口というものを考えています。

拠点の仕事

D研修・研究会の企画・開催 各種講演会やワークショップ、研究会など、 FDIこ関する研
修と研究の場を組織的に提供。

2. FD相談窓口 各文学からの要請に対し、 FDIこ闘する各種相談に応じたり、情報提供や講
師の派遣、紹介等を実施する。

3.教員・大学・FDネットワーク支援 教員個人や太学等、 FDネットワークなど、それぞれに応
じたFD支援体制の構築をめざす。

4. FDオンライン環境の提供 『旦旦宣(阿utualOnline System for Teaching and 
Learning)J (平成21年度利用開始)など、 FDや教育改善に携わる大学教員のコミュニティ
形成やリソース共有を支援するためのオンライン環境を提供する。

5. FDIこ関する広報 ウェブサイトやニューズレター、メーリングリストなど多様な媒体を通じて
、FDIこ闘する広報活動を支援する。また、圏内外のFDや教育改善の実態調査、資料収集を
おこない、各種フォーラムやシンポジウム等で成果を公開し利用者と広〈情報を共有する。

6.相互研修型FDIこ聞する研究 相互研修型FDの理論や実践に関する研究を推し進め、そ
の成果を広く公開することで、相互研修型FDの理念の普及をはかるとともに、わが国におけ
るFD研究の発展に寄与する。

新たにやろうとしている、例えば相談窓口というのは、新しいスタッフがし、ないとできな

いだろうと考えています。それから、オンラインの環境提供というのは、今までのところ

の蓄積があっていろいろやってきている部分をさらに積み重ねていくという形になります。

結局のところ、僕らが新しくぜひともやらなくてはいけないと思っていたのは、相談窓口、

相談業務とか、あとネットワークをつないでいく業務とかで、こういうことはぜひとも

やっていきたいと思っていますが、そこができるかどうかはよく分かりません。

これをご覧になってお分かりのように、別に拠点として認定されたからといって新しい
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ことをやっているわけではありません。新しいことができる道理もないわけです。だから、

今まである仕事、やってきた仕事を再組織化していって、拠点の体制をきちんと作ってい

くことが、多分、僕らの課題になるだろうと思っています。

これは FDのネットワーク代表者会議などの分布図です (#42)。全固との関係がどう

なっているのかというのは、これをご覧ください。

僕らはこういう業務を拠点の業務としてやっていこうとしています (#43)。

例えば、 FDの相談窓口を作っていきたいと思っていますが、これはスタッフがいない

とできませんので、どの程度できるかということが問題です。それから、一番大事だと

思っているのは FDのオンライン環境の提供です。 MOSTというものを僕らは考えていま

すが、これはカーネギー財団の研究所が開発していたシステムを日本に持ってきて、あち

らと相談しながら作っているシステムです。これに載せると、個人的な FDや組織的な FD

について、簡単に実績をまとめていくことができるシステムです。これを使って、今年、

関西地区 FD連絡協議会ではポスターセッションを行いまして、そこで議論をしたのです

が、これはとても使い勝手がよかったという感じがしています。こういう補助的な手段を

使っていきながら、相互研修をやっていきたいと思っています。

4 当面する課題

当面する課題ですが、今、僕らが一番直

面している問題はこれです。一つは、今の

ところ、拠点に認定された大学の代表者も

来ておられるので多分同じ事態だと，思いま

すが、ぶっちゃけて言いますと、新規の予

算としてこちらが期待していたようなもの

はありませんし、今まで特定予算で頂いて

いた分の削減も多かったのです。だから総

額として、文科省から出ていってまだ財務

が認められていない段階で、既に今年僕ら

がもらっている金額を若干下回るぐらいの

金額が保証されているという段階だと思い

ます。これが財務に行ったときに、さらに

切り詰められたらどうなるのかと思います

が、新規の仕事の対応をするのは、とても

難しい状態だと思っています。

それでもなるべく僕らはやりたいと思っ

ていますので、何をやる必要があるかとい

うと、今までやってきた僕らの仕事を精選

してシステム化していくという仕事がどう

t 
4 当面する課題

... 

t残きれた問題

-拠点の仕事の精選とシステム化
-牢肉、地域、圏内、国際白旗務をEう遺別するか?
不可欠の章務1;1:何晶、?業務の恒常化日常化は?

-拠点の組織化
.r聞(J組織、『働(J組織田組織化は?

-拠点の人的・財政的基盤の確保
-特定予算、拠点予算、会賓の配分は?

-拠点の連携
-ネットワ-'J叩ネットワーキ〉ゲ1;1:7

15 

しでも避け難いと思っています。僕らは今まで仕事を各レベルで大きく広げていっていま

すので、どうしても必要なものとそうではないものを選別することが多分必要なのだろう

と。不可欠な業務は一体何なのかということが一つあります。それから、どうしても恒常
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化して日常化すべきものは何なのかということを取り出すことも必要です。こういう意味

の拠点の仕事の精選とシステム化ということが、今の状態の中ではどうしても必要だと

思っています。

それから、僕らの特徴は押し付けるということを避けたいと，思っていることで、それぞ

れの組織のローカリティに即した形の援助をしたいと思っていますから、僕らとしては僕

らの方から何かを働き掛けていくとか何かを出すというのではなくて、要望などをきちん

と聞いていく組織にしたいと思っています。その聞いたものに応じてきちんと対応してい

く、日アクトしていく組織を作っていきたいと思っていますが、これは簡単に言ってしま

えば、派手さがないですよね。こちらの方から何かプロジェクトを押し付けてがんがん

やっていったら、「ゃった」という形になりやすいわけですが、僕らが目指している組織

はそんな簡単な形になり得ないという問題がありまして、これが僕らの一つの問題なのか

もしれないという気がしています。

全部同じことを言っているような感じがしますが、結局のところ、人的・財政的な基盤

をどう確保していくのかということが問題です。今のところ関西地区 FD連絡協議会とい

うl30校ぐらいのものを束ねていく仕事、全国の拠点、ネットワークを束ねていく仕事は、

文科省から頂いている特定予算で辛うじてできています。決して拠点予算でではありませ

ん。拠点予算ではなく特定予算で辛うじてできているのですが、この特定予算はあと 2年

しか続かないのです。拠点は 5年続きますが、 5年続く拠点のうちの 2年間だけ特定予算

が続くということになります。この特定予算が切れた後の 3年間の拠点の業務をどうして

いくのかという問題が、非常に大きな問題として残っています。簡単に言えば、人がいな

くて、お金がなくて、できるのかといったら、多分できないだろうという気がします。そ

こはとても苦しい状態に僕らは追い込まれています。

もう 1回繰り返して言いますが、基本的には自助ですから、自分たちでお金を出してい

くことが必要なのですが、それには限界があることははっきりしているわけで、そこで最

初の点で、依存と自立をどう考えるかという問題が出てくることになります。

そして、最後の問題として、ネットワークのネットワーキングをどうするのかという問

題があります。以上です(拍手)。

(大塚) 田中先生、どうもありがとうございました。 30分はかからないと言っていた

のですが、やはり内部事情がかかってくると、センター長の立場でいつもより熱っぽく語

られたなという印象があります。
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【基間報告 "E付資料】

2010・9・7 13・30~ 17:30/京都大学芝蘭会館稲盛ホール

公開シンポジウム fFDキットワークの展開と大学教育改草の方向性を問う」

基調報告 相互研修型印共同利用拠点の仕事

京都大学高等教育研究開発推進センター・センター長

田中毎実

1 FDにおける『協同」へー相互研修型 FD拠点の構築と機能ー

大学院や大学などの設置基準において「教員が授業内容・方法を改善し、向上させるた

めの組織的な取組の総称」としての FDが義務化された。この規定にみられる FDの定義

は、「授業改善」に制約されており、かなり「狭い」。この定義の狭さについては、一般

的な合意がある。 FDには、日常的な授業改善(個人レベル)、カリキュラム改善(中間

レベル)、教育組織改善(組織レベル)などのレベルがある。 FDとは、これらのレベル

の改善を通して、ブアカルティがファカルティへと成長していく過程である。

FDの法制的義務化と前後して、中教審はいわゆる「学士課程答申」で、競争と協同と

の調和、さらには多様性と標準性との調和について記し、さらに、入試、カリキュラム、

学位付与に関わるポリシーのもとに組織的教育活動を担うべき「教える集団」の FDに着

目した。我が国の FD活動において、組織聞の競争ではなく、むしろ協同が求められたの

である。

FDの組織連携が求められる背景には、高等教育の直面する困難がある。高等教育のユ

ニバーサル化は基礎的な学力の保証を求め、グローパル化は国際水準の学力の保証を求め

る。つまり、大学教育の質保証が求められるのだが、その課題の具体的なありょうは、そ

れぞれの大学によってきわめて多様である。個別大学は、それぞれに少子化などの厳しい

経営状況へ適応しようとして、経営重点大学、教育重点大学、研究重点大学などへ分化し

つつある。このような「大学の種別化」のもとで、個別大学は、それぞれのローカリティ

に即した教育改善の在り方について最適解を求めている。教育改善や FDを考える場合に、

もっとも基本的な前提は、それぞれの「教える集団」のローカリティと日常性である。

ユニバーサル化やグローパル化や少子化など大きな変動に直面する個別大学の教員個人

あるいは教員集団は、日常的にそれなりの教育改善を進めている。しかし、 FDの法制的

義務化以降、外から強要されて実施される関連活動は、この日常的蓄積とはすれ違うたん

なる儀礼へと形式化されがちであり、そんな空しい活動を強要される教える集団にはただ

ただ疲弊感だけが蓄積されがちである。求められるのは、それぞれの大学のローカルな教

育改善の日常的蓄積としっかりと結合する実質的な FD活動である。しかしそれぞれの組

織の教育改善に向かう力量には、あきらかな差がある。個別大学の枠を超えた組織関連携

が求められる所以である。

それにしでもなぜ組織連携なのか。これには、幾通りかの解答がありうる。個別組織に

は対応できない難しい事態がある(組織聞の相互補完の必要性)からであり、個別に対応

しるのでは無駄が多すぎる場合がある(省力化の必要性)からであり、連携によって組織
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的な対応力の大幅な増大が期待できる場合がある(連携による組織的力量形成の必要性)

からである。

教育に関する大学問の協同・連携には、多様な形がある。たとえば、連携組織が個別大

学それぞれのローカリティや同僚性に即したきめ細かな支援を進めるためには、組織どう

しに地域、規模、教育分野などの点で、何らかの同質性が共有されていたほうがよい。た

とえば、同一の地域における連携、同じくらいの規模の組織どうしの連携、同種の教育分

野に属する組織どうしの連携などである。たとえば、地域連携を取り上げてみると、ここ

では地域的な同質性は共有されているにしても、規模や教育分野の点では大きな多様性が

見られるはずである。ここでは、地域的同質性の枠内でこの多様性をできるだけ有効に活

かすことが求められる。これは、きわめて大きな地域連携組織である関西地区 FD連絡協

議会において、私たちが実際に直面している、大きな課題の一つである。さらに、連携組

織には、ボトムアップの自生的なそれ、行政に支えられて組織化されたそれなどもある。

連携は、本来なら組織どうしが互いに協力し合って自分たちで主体的に営む自律的活動で

あるべきだが、 FDの法制的義務化という条件の下では、行政の側からの何らかの支援も

求められてしかるべきである。

いずれにしても、それぞれの大学は、それぞれがおかれている文脈やローカリティに即

して最適な FDの在り方を模索する。個人ないし集団は、新たな難しい状況に強いられて、

否応なしに何らかの日常的な教育改善に携わっている。この日常的な改善においても、組

織的な未成熟やそれに起因する活動の場当たり的な不確実さがみられる。 FDの組織化が

求められる所以である。組織化の原則は、日常性とローカリズムの尊重であり、オープン

化による組織的な連携である。私たちはこのように五いの個性を尊重し互いに学び合う FD

組織化の在り方を「相互研修型 FDの組織化」と名付けてきた。

相互研修型 FDの組織化とは、それぞれにローカルな特性をもっ個人あるいは組織の日

常的教育改善の努力を前提としてこれを活そうとする営みであり、この努力を促進するあ

らゆる手立てを動員しようとする営みである。単独の個人あるいは組織では十分な達成が

困難な場合には、個人どうし・組織どうしの連携によって改善努力の効率的な相互的補完

を試みる。連携した組織は、場合によっては、単独の組織ではありえないほどの集団とし

ての力を発揮する。私たちはこの FDの連携組織に、力の補完や省力化ばかりではなく、

集団的カの発揮を期待している。

私たちの相互研修型 FDの組織化は、次節で述べるように、拠点形成から拠点認定へと

進行してきた。

2 教育関係共同事l用拠点制度と拠点限定

学術研究の分野では、平成20年にすでに「共同利用・共同研究拠点」が制度化されてい

る。教育関係共同利用拠点は、この研究拠点の制度化に引き続いて制度化された。この教

育拠点制度の意義については、以下のように説明されている。多様化する社会と学生の

ニーズに応えるべく、各大学において、それぞれの教育理念に基づいて機能別分化を図り、

個性化・特色化を進めながら教育研究活動を展開していくことが重要である。ところで、

質の高い教育を提供していくためには、個々の大学の取組だけでは限界があるため、他大

学との連携を強化し、各大学の有する人的・物的資源の共同利用等の有効活用を推進する
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ことにより、大学教育全体として多様かつ高度な教育を展開していくことが必要不可欠で

ある。そこで、大学の教育関連施設の共同利用の促進を図るための制度を創設し(r教育

関係共同利用拠点J21年9月より施行)、大学関連携を図る取組を一層推進する。ちなみ

に、この拠点制度は、「学校教育法施行規則(第143条の2)J r教育関係共同利用拠点の認

定等に関する規程」などによって法制化されている。

以上のような趣旨に沿って、今年度には二次にわたって申請が受け付けられ、認定がな

された。以下に、教育関係共同利用拠点として申請の受けつけられた項目を列挙し、それ

ぞれの項目について括弧内に申請数と認定数を示しておく o

練習船 (3/2)、農場 (6/2)、演習林 (4/0)、日本語教育センター(3/0、留学

生宿舎(1/0)、FD.SDセンター (11 / 7) 

このうちの FD.SDセンターについては、関西地域、東北地域、四園地域、中部地域の

四つの地域拠点、さらに、障害者高等教育、看護教育、医学教育に特化した三つの拠点が

認定された。前者の地域拠点の一つが京都大学高等教育研究開発推進センターの申請した

「相互研修型 FD共同利用拠点」である。この拠点は、平成 22年 4月 1日から平成 27年 3

月 31 日に至るまでの五年間にわたって、認定された。関西地域の中核拠点としての活動

を期待するとされ、付加的留意事項として、(1 )学内で行っている取り組みについて

も外部から見て明らかにすること、 ( 2 )引き続き各大学に対する情報及び研修・研究

機会の提供に努めること。その際、関西地区 FD連絡協議会や FDネットワークの対象校

のみならず、非加盟校及び他地域の大学に対する活動に努めること、が示された。以下、

この留意事項を考慮しながら、拠点認定に至るまでの私たちの活動を跡づけておこう。

3 相互研修型 FD共同利用拠点の仕事 ー拠点形成から拠点限定へー

旧センター(京都大学高等教育教授システム開発センター)以来、私たちは、相互研修

の自己組織化を支援してきたが、この支援に際しての原則は、ローカリズムの尊重であり、

啓蒙ではなく共同の連携であった。私たちのこの自己組織化支援活動は、文部科学省の

「特色ある大学教育支援プログラムJ(以下‘特色 GP' と略記する)認定、特定予算の

交付、拠点認定という順序で支えられてきた。

私たちは、特色 GP助成を受けた「相互研修型 FDの組織化による教育改善」プロジェ

クトによって、 2004年度から 3年間、京都大学の学内での工学部との協働による FD支援

システムの構築をめざした。特別教育研究経費は、 2008年度から「大学教員教育研修の

ためのモデル拠点形成」というタイトルではじまり、現時点では、 2009年度からの 4年

計画プロジェクト「大学教員教育研修のための相互研修型 FD拠点形成」が進行中である。

GPプロジェクトでは、工学部の全授業を対象とする大規模な授業アンケートによって

カリキュラムの改善をめざし、創成科目によらず伝統的な卒業研究による創成型教育の有

効性を検証しようとし、公開授業・授業検討会による相互研修を試みた。工学部の学生定

員は、京都大学の全学生定員の3分のl以上を占めている。このことからも明らかなように、

工学部への働きかけは、全学という見地からみて戦略的な意義をもっo この工学部との連

携をきっかけにして、私たちは、次に具体的に述べるように、相互研修型 FDを全学に拡

大することができた。特別教育研究経費による拠点形成プロジェクトは、この GPプロ

ジェクトの成果を前提にしている。以下、 GPプロジェクト以来 5年間にわたる FD拠点
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形成の成果を、学内、地域、圏内、国際の四つのレベルでまとめておこう。

学内レベル:学内レベルでの拠点形成に先行したのは、センターが実施した学部をもっ

lOの研究科の教育に関する責任者たちへのヒアリングである。これによって確認できた

のは、意外にも京都大学の全学で日常的な FDのかなり実質的な展開があることである。

この確認を足がかりとして執行部などへ働きかけて、全学の FD研究検討委員会を発足さ

せることができた。現在では、センターと FD研究検討委員会は協同して、学内の相互研

修型 FDの組織化を進めてきている。

全学対象の FD支援には、全学の教育シンポジワムなどがあり、個別研究科の FD支援

には、工学部、農学部、文学部、生存圏研究所などの教育イベントがある。私たちは、職

歴に応じた教員研修システムの構築をめざしているが、これはまず、プレ FD企画として

実現された。これには、「大学院生のための教育実践講座」、「文学部 ODりレー講義人

「サイエンス・コミュニケータ一派遣事業」の三種類がある。

「大学院生のための教育実践講座」は、今年度までに 6回実施(現在は、センターでは

なく、全学 FD研究検討委員会の主催)した。これは、一定数の大学教員を送り出してき

た京都大学の社会的責任へ応える企画だが、総長名の修了証を授与するなりして高等教育

関連への就職を支援しようとする意図もある。わずか一日のプロジェクトであるが、短期

間集中したプログラムでミニ講義、討論などの短いセッションを切れ目なく連続させると

ともに、教授・学習の基礎となるボディワークなども組み入れている。参加者の要望を受

けて、近年では、ベーシックとアドグァンストに分けて実施している。アドヴァンストで

は、模擬授業と検討会などがメインである。

文学研究科 ODリレー講義は、文学研究科 ODによる学部生向けリレー式の入門講義で

あり、同時に、各 ODに対する「教育実習」の揚である。センターが推進している「相互

研修型 FDJのシステムを取り入れた fFD研修」を各 ODに対して実施し、最終的には京

都大学総長名で fFD研修修了書」を発行する。数回の授業、授業参観・検討会、前期一

回・後期一回の研修会への参加を義務づけている。三年目を迎え、授業も授業検討会も格

段に水準が高まってきている。

サイエンス・コミュニケーター派遣事業は、若手研究者を小中高校へ派遣する「出前授

業」または京都大学を訪れた小中高校生に対する「オープン授業」という形で、かれらの

研究内容を、やさしく、興味を持つように紹介させる企画である。授業時聞は 1授業あた

り 45分 X 2コマの構成である。オリエンテーションおよび事前研修(ミニ講義、模擬授

業、グループ討論等)を受け、事後には報告会を開催する。たんなる派遣ではなく、プレ FD

の一つの形に仕立て上げている。

以上三種類のプレ FDプロジェクトは、今後より一層拡大するが、そうなるとすればス

タッフに制約のあるセンターでも十分に扱えるように、企画を整理しシステム的に整備す

る必要がある。

今年度からは、以上のプレ FDのほかに、新任者のための教育セミナーを実施した。こ

れも、ミニ講義、グループ討論からなる一日プロジェクトで、全学から 150人程度が参加

した。これを皮切りに、年齢経験別の研修システムをより一層整備していきたい。

さらに、今年度は、全学の教育・学習状況調査の皮切りとして、かなり大規模な学習調
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査を実施する。京大生の課外勉強時間の実態と自学自習の理念との講離が恥ずかしいほど

に大きいのではないかという危機感によるものである。最後に、 FD研究検討委員会自体

のてこ入れも始めている。

地域レベル:地域レベルの活動は、関西地区 FD連絡協議会を舞台としている。この協

議会は、個別大学の自生的努力を前提としながらも、個別大学のカの限界を超え、効率

化・省力化をはかるために、情報の共有や共通のイベント(研修、研究会)を実施し、個

別大学を包む相互研修型 FDの地域連携を実現しようとするものである。現在、この地区

の該当大学の過半をはるかに超える 130校(113法人)が参加して、 FD情報支援、 FD 

連携企画、 FD研究、 FD共同企画の五つのワーキンググループを中心にして活動を展開し

ている。

FD連携企画WGは、シンポジウム「思考し表現する学生を育てる」などを実施するとと

もに、神戸常磐大学、藍野大学・理学療法学科、ノートルダム女子大学などに名乗りを上

げていただきこれらを「関西 FDパイロット校」としてこの活動を手がかりに組織的な相

互研修活動を展開している。 FD研究 WGは、昨年までの「授業評価研究 SGJ r出欠確認

研究 SGJ rWeb公開授業研究 SGJ を rFDメディア研究 SGJ U出欠確認研究 SGJの名

称変更)、 rFDデザイン研究 SGJ、「授業型学生支援研究 SGJ に再編成して活動を拡大し

ている。 FD共同企画 WGは、初任者研修プロジェクトの共同企画を中心として活動して

いる。これらすべての活動や参加校の FD企画は、協議会の共同開催として開かれており、

参加校が「研修マトリックス」と「研修カレンダー」を利用して自分たちなりのプログラ

ムを開発することを可能にしている。

なお、本協議会は参加法人ごとに若干の会費を集めている。もちろん、これだけでこの

巨大な組織の運営ができるわけではなく、この協議会の活動は、京都大学に交付されてい

る特別教育研究経費に大きく依存している。この経費が五年の年限をもっていることから、

この年限を超えて連携組織の安定的な財政基盤をどのように確立するのかが、重要な課題

となっている o

圏内レベル. このレベルの連携活動には、ホームベージで不特定多数を対象に、セン

ターの刊行物をオープンにしたり、授業実践に関する報告をまとめて発信したり、ネット

利用の公開授業・検討会を試みたりしてきた。これらのネット利用の活動を別にすれば、

いくつかの組織活動がある。大学教育研究フォーラム、大学生研究フォーラム、 FDネッ

トワーク代表者会議(JFDN)、若手FD研究者ネットワークなどである。

大学教育研究フォーラムは、シンポジウム、小講演、ラウンドテープル、個人研究発表

などからなる学会形式の二日日程の FD研究会である。近年では、毎年、北海道から沖縄

に至るまでの圏内の大学教育関係者 500名以上が参集している。

FDネットワーク代表者会議の平成 21年度の参加組織は、北海道地区 FD.SD推進協議

会、いわて高等教育コンソーシアム、東北地域高等教育開発コンソーシアム、東日本地区

大学問 FDネットワーク・つばさ、国立教育政策研究所、大学コンソーシアム石川、福井

県大学連携プロジェクト、 FD.SDコンソーシアム名古屋、全国私立大学 FD連携フォー

ラム、大学コンソーシアム京都、山陰地区 FD連絡協議会、四国地区大学教職員能力開発

ネットワーク (SPOD)、九州地域大学教育改善 FD・SDネットワー (Q-Links)、関西地区 FD
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連絡協議会、文部科学省である。

若手 FD研究者ネットワークは、全国の関係者 70名以上が参加し、運営委員会を構成

し、研究合宿、ニュースレターの発行、研究合宿、頻繁なメールのやりとりなどを通じて、

この新たに生成してきた集団の意思形成を試みている。

国際レベル:私たちはこれまでも、海外の関連施設や関連団体との相互交流はかなりの

頻度で行ってきた。特別教育研究経費を交付されてからは、この交流はかなり組織的にな

されてきた。その皮切りとなったのが、カーネギー教育振興財団とセンターを中心とする日

本側との交流シンポジウム「日本の FDの未来ーB阻1血 g the Co田 inF肌 ltyDevel，司lIIlentー」で

あった。その後、この交流は、 ISSOTLでの発表などの形で継続的に発展してきている。

拠点の仕事

私たちは、拠点認定を受けた今後の活動を、これまでの拠点形成を基盤としてその延長

上に構想し展開することになる。これまで述べてきたように、私たちが構築してきた FD

拠点は、相互研修型の特質を保持してきている。たとえば、 FD連携組織でわずかな金額

とはいえ(年 2万円)会費を徴収しているのは私たちだけだが、これには、 FDが本来は

高等教育組織の自律的な営為であるべきだとの理念が込められている。もっともすでに述

べてきたように、 FDの組織化がこのように急速に進められたのは法制的な義務化による

ところがおおく、このように義務化した以上、行政はとくに義務化にたやすくは対応でき

ない弱体な組織などに対する支援を考えるべきであろうし、連携組織もこのような行政の

援助を宛にせざるを得ない部分がある。私たちには、自律と依存のバランスが問われるの

である。

ともあれ、認定された私たちの拠点には、次のような業務の達成が求められていると考

えている。これらのどれを取り上げてみても、そこには、従来の業務の延長上にある業務

と新規業務とが混在している。

1) FD研修・研究会の企画・開催:各種講演会やワークショップ、研究会など、 FDに関

する研修と研究の場を組織的に提供する。

2) FD相談窓口.各大学からの要請に対し、 FDに関する各種相談に応じたり、情報提供

や講師の派遣、紹介などを実施する。

3) 教員・大学・ FDネットワーク支援:教員個人や大学等、 FDネットワークなど、それ

ぞれに応じた FD支援体制の構築をめざす。

4) FDオンライン環境の提供:r担金ST(Mu皿alα世田 Sys回n伽 T田.ching皿 dLearning) J (平

成 21年度利用開始)など、 FDや教育改善に携わる大学教員のコミュニティ形成やリ

ソ}ス共有を支援するためのオンライン環境を提供する。

5) FDに関する広報:ウェプサイトやニュースレター、メーリングリストなど多様な媒体

を通じて、 FDに関する広報活動を支援する。また、国内外の FDや教育改善の実態調査、

資料収集をおこない、各種フォーラムやシンポジワム等で成果を公開し利用者と広く情

報を共有する。

6) 相互研修型 FDに関する研究.相互研修型 FDの理論や実践に関する研究を推し進め、

その成果を広く公開することで、相互研修型 FDの理念の普及をはかるとともに、わが
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国における FD研究の発展に寄与する。

以上の新規事業を遂行するために、これまでの拠点組織づくりを見直すとともに、新た

な組織を付加し組織の再組織化を試みる。新たな組織は、全国規模の相談業務に対応する

ために関連情報を収集・整理し相談に対応する人材、さらに、巨大化したセンターと外部

をうまくコーディネートする人材などを確保して、拠点業務を遂行することになる。

4 当面する鰐題

相互研修型 FD拠点の仕事を遂行する上で、私たちは多くの課題に直面している。これ

を以下の問点にまとめることができる。

1)拠点の仕事の精選とシステム化

拠点の業務は、これまでにもすでに、一回では見渡しがたいまでに肥大化してきて

いる。これに新たに認定拠点業務が加わるとすれば、たとえ幾人かの新規スタッフを

採用することができたにしても、業務量はスタッフの力量をはるかに超えることにな

る。必要なのは、業務の選別であり、一過的イベント的な業務の廃業と残余の業務の

システム化であり、業務の恒常化と日常化である。学内、地域、圏内、国際それぞれ

の業務を、どう選別し取捨選択しシステム化するか。不可欠の業務は何で、廃棄可能

な業務は何か。業務の恒常化日常化はどうすれば可能になるか。これらの点を考える

必要がある。

2)拠点の組織化

拠点組織も、認定拠点の新業務遂行に向けて、合理化と効率化を図り再組織する必

要がある。これまでのように闇雲に活動の場を拡大するのではなく、「メリハリのき

いた」組織化を試みなければならない。たとえば、こちらから働きかけるよりも、各

組織・各個人の願いを「聞く j ことのできる組織、開き取った内容に即して「働く j

ことのできる組織の組織化をはからなければならない。相互研修型組織の基本的な理

念である。

3)拠点の人的圃財政的基盤の確保

これまでの拠点形成作業は、会費、特定予算によったが、今後はこれに若干の拠点

予算が加わることになる。ただし、 2年後には現在の特定予算配分の期限がくる。会

費については大学規模などによって多少の傾斜を持ち込むことも可能であるかもしれ

ないが、それには一定の限度がある。会費だけで現在の体制が維持できるとはとうて

い思われない。拠点の存在意義にみあう人的財政的基盤の構築をどう展望できるのか。

これが当面の重要な問題である。

4)拠点どうしの連携

それぞれの FDネットワークには、それぞれの個性がある。この個性には、長所と

欠点が含まれているから、ネットワークどうしの相互補完的な連携が求められる。

ネットワークのネットワーキングである。これをどのような形で実現するのか。これ

もまた当面する大きな課題である。


